
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

■日  時  ２０２３年１０月２６日（木）１４:００～１５:３０（開場 13:30）  ※Zoom同時開催 

■場  所  大阪中小企業投資育成株式会社 セミナールーム 
      （大阪市北区中之島 3-3-23 中之島ダイビル２８Ｆ／京阪「渡辺橋駅」直結） 
■参 加 費  無料               
■申込方法  大阪投資育成のＨＰ、または右の二次元コードからお申込ください。 
      （https://www.sbic-wj.co.jp/allseminar/） 
       ※同業の方からのお申込はお断りさせていただきますので、ご了承ください。 

 
■Zoom参加の方へ  １０月２３日(月)に Zoomへの参加 URLをお送りします。 
          翌営業日になっても届かない場合、お手数ですが事務局までご連絡ください。 
■リアル参加の方へ 定員：３０名程度 

         直接会場にお越しください。当日受付にてお名刺を頂戴いたします。 

※参加申込いただきました個人情報は、参加者名簿として講師機関と共有し、セミナーの企画・運営・実施のために利用する他、 

    関連するアフターサービス、必要な情報提供及び投資育成制度に関する各種ご案内のために使用いたします。 

また、申込された方には出席・欠席を問わず講師機関及び弊社より後日ご連絡させていただく場合がございます。 

投育フォーラム（No.79） 

海外進出企業の税務上の留意点 

開催要項 

講師紹介  

お問い合わせ：大阪中小企業投資育成株式会社 セミナー事務局／若松  
〒530－6128 大阪市北区中之島 3－3－23 中之島ダイビル 28 階 
TEL:06－6459－1700  support@sbic-wj.co.jp 

【Zoom 参加：事前準備】 
・ご予定の視聴環境にて Zoomをご利用いただけるか、事前に 
下記テストページにてテスト接続し、ご確認ください。 

 https://zoom.us/test 
・当該Ｗｅｂセミナーのご参加にあたり、Zoom アプリの 
インストールが必要となります。セミナーをご視聴予定の 
機器（PC、スマートフォン等）へ下記ＵＲＬより 
Zoom アプリのインストールをお願いいたします。 

 https://zoom.us/download#client_4meeting 

【Zoom 参加：注意事項】 
・参加者の確認のため、Zoomの名前登録は参加者の［企 
業名・フルネーム］をご記載ください。 
・動画の録画、画面撮影等を行い、SNS などへアップする等
の２次利用は固くお断りいたします。 

・音声・画像の調整は参加者ご自身でご調整ください。 
・参加者がご利用のシステムトラブルにより、音声・ 

画像に乱れが生じた場合については、弊社では対応出来か
ねますので予めご了承ください。 

近年、グローバル化が進む中で事業フィールドを海外に広げる日本企業は増加傾向にあります。 
海外子会社の管理の重要性が増していますが、子会社管理には様々な切り口があります。特に日本およ
び現地の税務の視点に基づいた管理は重要な切り口です。今回のセミナーでは、非上場の海外進出企業
に特に留意いただきたい税務上の論点として、①税務調査で指摘の多いＩＧＳ（グループ内役務提供） 
②海外子会社が日本の相続税に及ぼす影響について、パネルディスカッション形式で解説いたします。 

セミナー内容 

太陽グラントソントン税理士法人 
ディレクター 荻窪 輝明 氏 

太陽グラントソントン税理士法人 
シニアマネジャー 岡本 昌也 氏 

太陽ｸﾞﾗﾝﾄｿﾝﾄﾝ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ株式会社 
パートナー 前島 召治 氏 

公認会計士。 

法定監査業務に従事後、財

務デューデリジェンス業

務、株価算定業務、企業再

生業務などのアドバイザリ

ー業務に専従。2011 年か

ら 2013 年まで日本デスク

上海駐在。2014 年より現

職。 

公認会計士・税理士。 

上場・非上場会社や医療法
人等に対する会計監査、株
式上場、組織再編、事業再

生、事業承継、株式価値評
価、財務デュー・デリジェ
ンス等の支援業務、税務相

談などに従事。びわ湖放送
の TV番組「滋賀経済 NOW」
にレギュラー出演中。2019

年より現職。 

税理士。 

日系上場企業および外資系
企業の税務コンプライアン
ス業務、国際税務アドバイ

ザリー業務、オーナー系企
業向け資本戦略・事業承継
アドバイザリー業務、公益

法人コンサルティング業務
その他多岐業務に従事。
2017 年より現職。 


